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１ 前年度指摘事項等に対する措置等 

 

 （１）指摘事項 

   なし 

 

  （２）監査意見 

   なし 

 

  （３）決算審査意見 

   なし 

 

２ 前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況 

   なし 

 

３ 職員の定員、現員調べ 

                                                                          

          種 別 

  

 区 分 

事務職員 技術職員 現業職員 合 計 備      考 

 

 

2.4.1 

現 在 

31.4.1 

現 在 

2.4.1 

現 在 

31.4.1 

現 在 

2.4.1 

現 在 

31.4.1 

現 在 

2.4.1 

現 在 

31.4.1 

現 在 

定 員
     １２ １１ １ １ ０ ０ １３ １２ 

 

 

現 員
     

 
（１） 

１２ 

（１） 

１１ 

（０） 

２ 

（０） 

２ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（１） 

１３ 

（１） 

１２ 

別途、教育委員会事

務局から併任職員２

名在席 

休職 １名 

 

過不足(△)
 ０ ０ １ １ ０ ０ １ １ 

 

 

臨 時 職 員
     ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

 

 

 

非常勤職員
 

１ １ ０ ０ ０ ０ １ １ 

２年度 会計年度任

用職員 １名 

元年度 行政情報管

理業務補助員 １名 

 

４ 役付職員の調べ 

（令和２年７月１日現在） 

職       名 氏     名 在 職 期 間 備    考 

 

課長 

 

上杉 卓志 

     年 

４ 

     月 

３ 

 

継続勤務期間９年３月 

室長 下田 耕作 １ ０ 継続勤務期間６年３月 

（兼務：政策戦略監新時代・Ｓ

ＤＧｓ推進課 参事） 

参事 安田 敦 ０ ３  

課長補佐 丸山 幹 ０ ３  

課長補佐 桑村 和行 １ ０  

課長補佐 成相 紀久 ０ ３  

（課長補佐） （梶川 和則） （１） （３） （本務：教育環境課） 
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５ 主な事業に関する調べ 

（単位：千円） 

事   業   名 決算額 
財  源  内  訳 

国庫支出金 そ の 他 一般財源 

鳥取情報ハイウェイ管理運営事業 176,313  5,808 170,505 

鳥取元気プロジェクト Ⅲまちを元気に⑫光ファイバー網によるＩＣＴ情報インフラの充実 

元気づくり総合戦略 ３幸せを感じながら鳥取の時を楽しむ（３）まちづくり 快適な通信環境で便

利・安心な暮らし 

（概 要） 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

   鳥取情報ハイウェイは、都市部と中山間地との情報格差の是正、行政サービスの向上、産業振興、教育

、福祉・医療及びケーブルテレビ局間のネットワークなどとして、様々な用途に幅広く活用することで県

民生活の向上に寄与する高度な情報インフラとして、平成12年度から平成15年度にかけて県内一円に整備

を行ったもの。 

平成16年４月から全面運用開始した鳥取情報ハイウェイの管理運営体制を整備することで、県内の情報

通信の基幹回線としての信頼性を確保すると共に、通信サービスの途切れのない円滑な提供を図る。 

 

（イ）事業の実施状況 

・鳥取情報ハイウェイは県内のケーブルテレビ局間をつなぐネットワークとして利用され、各ケーブルテ

レビ局が映像情報を互いに共有している。また、平成26年度からは鳥取県地域医療ネットワーク(おしど

りネット３）が稼働し、鳥取大学医学部附属病院や県立中央病院等地域の病院が当ハイウェイを経由し

て電子カルテの共同利用等が進められるなど、超高速通信網のメリットを最大限に生かした利用が進め

られている。 

・電気通信事業者として、24時間365日の常時運用監視を行うと共に、光ファイバーや通信機器等の保守点

検を実施することで、良好な通信サービスを提供した。 

・道路管理者の実施する電線共同溝事業と連携し、光ファイバ―の地中化への取り組みを進めた。 

 

イ 令和元年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

保守契約の一部について、複数年の契約を行うことで業務の簡素化を行った。 

※空調機器、無停電電源装置、電子錠式ドア等の各種点検委託を単年契約から3年契約に変更。 

 

ウ 成果及び効果 

  鳥取情報ハイウェイは、県庁内ＬＡＮを始め、県や市町村及び教育機関における民間データセンターの利

用、インターネットへの接続、県内ケーブルテレビ局間のネットワーク、鳥取県地域医療連携ネットワーク

（おしどりネット３）等様々な用途に利用されています。加えて、岡山情報ハイウェイとの相互接続を利用

して、鳥取県と岡山県は災害時相互支援協定を行い相互に情報データのバックアップや非常時におけるホー

ムページの代替サイト公開のしくみを構築する等、災害対応にも利用されている。平成28年度の鳥取県中部

地震や令和元年度末のコロナ禍において、鳥取県のホームページに通信の集中が懸念される場合において、

岡山県にある鳥取県ホームページの代替サーバを稼働させ、通信の分散が行われた。 

  鳥取情報ハイウェイの運用を停止することなく24時間365日のサービスを提供。（当課所管機器等の不具合

に伴う通信障害時間はなし。） 

※鳥取情報ハイウェイの利活用状況（令和元年度末現在） 

  ネットワーク設定数：1,696件（対前年度49件の増） 

年    度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 備     考 

ﾈｯﾄﾜｰｸ設定数 1,582件  1,621件  1,647件  1,696件 各年度末の数値 

  

エ 課 題 

近年、浸水想定が見直され、鳥取情報ハイウェイの重要通信設備が設置されているネットワークオペレー

ションセンターは、洪水時の浸水が懸念されるため、移転を含めた対応の検討が必要な状況。 
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事   業   名 

 

 

決算額 

 

財  源  内  訳 

国庫 

支出金 
そ の 他 一般財源 

鳥取県超高速情報通信基盤整備補助金事業 34,132   34,132 

鳥取元気プロジェクト - 

元気づくり総合戦略 - 

（概 要） 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

   企業活動、医療、教育、防災などで、県民、企業等が快適にＩＣＴ（情報通信技術）を利用できる環境の整

備推進のため、超高速情報通信網の整備費の一部を市町村に対して補助する。 

（イ）事業の実施状況 

   八頭町（141千円）、大山町（5,610千円）、米子市（28,381千円）に補助金を交付した。 

   日南町、伯耆町、湯梨浜町に補助金交付決定を行った。 

 

イ 令和元年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

   超高速、大容量の第５世代移動通信システム（５Ｇ）への対応等で、通信速度を向上（上り・下り通信速度

とも１Gbpsを超え10Gbps以下）させる事業を、新たに補助対象とするよう制度改正した。 

 

ウ 成果及び効果     

   令和２年６月現在、２市１２町村が全域で超高速情報通信を整備済み。 

 

 

 

エ 課 題 

   新型コロナウイルス流行により、在宅生活が長期化したことから、テレワークやオンライン授業などによる

通信需要が急増し、通信インフラへの要求が高まっており、通信速度 10Gbps に耐えうる通信網の整備を進め

ていく必要がある。 
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事   業   名 

 

 

決算額 

 

財  源  内  訳 

国庫 

支出金 
そ の 他 一般財源 

鳥取県自治体ＩＣＴ共同化推進協議会事務に

よる共同化事業 
14,290 

 ＜受託事業収入＞ 

6,026 
8,264 

鳥取元気プロジェクト - 

元気づくり総合戦略 - 

（概 要） 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

   県と県内全市町村等で構成する協議会を通じて、人口減少社会に対応する行政体制の維持、事務の効率化

を目指し、業務や情報システムの標準化、共同化による経費削減のほか、情報システム運用上の安全性の確

保、人材育成等に資する。 

 

（イ）事業の実施状況 

   平成 27年 5月 12日に設置した「鳥取県自治体ＩＣＴ共同化推進協議会」を通じて自治体の枠を超えたシ

ステム共同化に向けた協議やＩＣＴに係る各種合同研修会などを実施した。 

   また、全市町村参加による「学校業務支援システム」（平成30年 4月 1日稼働開始）のほか、「電子申請

システム」や「行政イントラシステム」の運用を行った。 

 

イ 令和元年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

   参加者の移動時間短縮のため、総会については、県庁、中部総合事務所及び西部総合事務所の3会場をテ

レビ会議システムで繋ぎ開催した。 

 

ウ 成果及び効果 

（ア）専門委員会 

  〇情報システム専門委員会（2回開催） 

   ・令和２年度から新たに検討開始するテーマを協議、決定した。 

  〇情報セキュリティ対策専門委員会（2回開催） 

   ・県内で発生したインシデント事案の共有と再発防止に向けた検討を行った。 

   ・インシデント発生時の対応能力の向上を目的とした合同研修会を開催（1回開催）した。 

  〇ＩＣＴ人材育成専門委員会（2回開催） 

   ・情報担当職員のＩＣＴ分野のスキル向上に向けた協議を行った。 

   ・各団体担当者のスキル向上につなげる合同研修会を開催（2回開催）した。 

（イ）部会 

   システム共同化に向けた取組等を実施 

区分 システム共同化に向けた取組の成果及び効果 

学校業務支援システム部会 

（会議開催数：12回） 

 平成30年4月１日に全市町村による学校業務支援システム（全国初

となる県内全市町村立小中学校への同一システム導入）の運用を開始

し、運用開始後の諸課題について対応するとともに、教職員を対象と

したシステム習熟のための研修を実施した。 

電子申請システム部会 

（会議開催数：2回） 

 平成29年4月1日（市町村は7月）から運用開始した県及び13市町村

による電子申請システム（とっとり電子申請サービス）の運用にあた

り、共通化した市町村における51様式（住民票の写し、所得・課税証

明等）の提供拡大に向けた対策の情報共有を行うとともに、端末操作

研修会、活用促進説明会を開催した。 

行政イントラ部会 

（会議開催数：1回） 

 平成29年2月1日から運用開始した県及び全市町村による行政イント

ラシステム（県・市町村用グループウェア）の運用にあたり、システ

ムの脆弱性対策を行った。 
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自治体クラウド検討部会 

（会議開催数：5回） 

 春の総会時に、副首長を対象に自治体クラウド導入の理解を深めて

いただくための研修を開催した。また、国のシステム標準化の動向の

確認や、今後の作業の進め方の参考となる研修会を開催した。 

ＩＣカードシステム検討部

会 

（会議開催数：4回） 

 共同調達に向け仕様の協議やＲＦＩで情報提供のあった業者から参

考見積の聴取を行った。来年度の調達運用部会への参加意向確認を行

ったが参加を希望する団体が会員の過半数に達せず、部会は廃止する

事になった。 

電子決裁・文書管理システ

ム検討部会 

（会議開催数：2回） 

 システム共同化の検討に関して、アンケート調査により各市町村の

意向確認を行い、その結果を基に意見交換を行ったが、次年度以降の

協議継続可否を確認したところ、協議継続に賛同する団体が会員の過

半数に達せず、部会は廃止する事となった。 

ハードウェア・ソフトウェ

ア検討部会 

（会議開催数：2回） 

 パソコンの共同調達に向けた検討を開始し、各団体のパソコンの仕

様や調達方法を情報共有した。また、GIGAスクール実現に向けた生徒

用タブレットの共同調達について協議を行った。 

セキュリティソリューショ

ン部会 

（会議開催数：3回） 

 平成29年4月1日から運用開始した鳥取・岡山自治体情報セキュリテ

ィクラウド（セキュリティ対策強化・高度化）の運用にあたり、平成

29年4月1日付けで、県及び市町村が情報セキュリティに係るインシデ

ント（事件・事故）に対処するための組織を設置。市町村で発生した

インシデント対応に県が助言等の支援を行った。 

 

エ 課 題 

・令和２年度から新たに「ＲＰＡ・ＡＩ検討部会」、「議事録作成システム検討部会」が設置されることか

ら、調達に向けての協議を進める。 

・電子申請システム、行政イントラシステムの更新時期が近づいており、次期システムの導入について検討

が必要。 
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事   業   名 

 

 

決算額 

 

財  源  内  訳 

国庫支出金 そ の 他 一般財源 

AI・RPA等最先端ICT技術活用推進事業 8,332   8,332 

鳥取元気プロジェクト - 

元気づくり総合戦略 - 

（概 要） 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

近年のＩＣＴ分野の進化は目覚ましく、ＡＩ、ＲＰＡ（ソフトウェアロボット）、ＳＮＳ、ドローン、ＩｏＴな

ど、新しい技術が様々な分野で業務や研究等に幅広く活用されている。 

自治体においても、人口減少や県民ニーズの多様化が加速する中、これまで以上に職員一人ひとりの生産性の

向上や仕事の質の向上が求められる時代となっている。 

職員の働き方改革と並行し、更なる業務効率及び県民サービス向上を目指すため、ＡＩ会議録作成支援による

音声ファイルのテキスト化、全庁利用型ＲＰＡロボットによる作業の自動化及びＡＩチャットボットによる問い

合わせの自動化を行う。 

 

（イ）事業の実施状況   

 

項目 実施状況 

ＡＩ会議録作成支援 令和元年9月より運用開始 

全庁利用型ＲＰＡ 令和2年 2月より運用開始 

ＡＩチャットボット 令和2年 3月より実証実験 

 

イ 令和元年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

  ○各所属で作成していた議会議事録は、代表１所属がＡＩ会議録作成支援を利用して関係所属と共有すること

により、庁内で発生していた重複作業を削減した。 

  ○ＲＰＡロボットの導入に当たり、現行業務フローに加えて事務規程も併せて見直すことにより、ＲＰＡの効果

を高めた。 

 

ウ 成果及び効果 

  ○職員の議事録作成・文字起こし作業時間の削減を実現した。 

   議事録作成作業が従来の約1/5～1/3に削減 

  ○ＲＰＡにより、定型事務処理業務を自動化することで、職員の作業時間の削減を実現した。 

   通勤手当承認業務の事務処理時間が約1/10に削減 

 

エ 課 題 

  全庁利用型ＲＰＡについては、ロボット作成に必要な職員の技術的スキルの向上、各所属の業務の見直し支援、

職員向け研修等を通じてＲＰＡ人材を育成する必要がある。 

  ＡＩチャットボットについては、実証実験の効果を検証しながら、今後の本格導入について検討を行う必要があ

る。 
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C
 

翌
年

度
 

繰
越

額
 

D
 

差
引

残
額

 

E
=
A
+
B
-
C
-
D
 

執
行

率
 

F
=
C
/
A
 
事

業
の

計
画

と
実

績
・

成
果

・
不

用
額

・
執

行
率

 

 
 
(
△

2
,
6
7
3
,
0
0
0
)
 

 
 

 
 

 
 

庁
内

Ｌ
Ａ

Ｎ
シ

ス
テ

ム
管

理
運

営
事

業
 

6
9
3
,
2
0
4
,
0
0
0
 

△
1
2
,
5
1
6
,
0
0
0
 

6
6
1
,
6
0
9
,
7
5
2
 

0
 

1
9
,
0
7
8
,
2
4
8
 

9
5
.
4
 

 
県

業
務

の
効

率
化

・
迅

速
化

を
図

る
た

め
の

基
盤

と
な

る
、

県
の

全
て

の
機

関
を

結
ぶ

専
用

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

 

「
庁

内
Ｌ

Ａ
Ｎ

シ
ス

テ
ム

」
の

管
理

運
営

を
行

っ
た

。
 

・
接

続
機

関
数

約
1
4
0
箇

所
 

・
ユ

ー
ザ

ー
数

約
5
,
8
0
0
人

 

執
行

残
は

、
実

績
精

算
に

よ
る

も
の

で
あ

る
。

（
庁

内

L
A
N

の
保

守
管

理
は

実
績

精
算

払
に

よ
る

こ
と

と
し

て
お

り
、

年
度

末
の

人
事

異
動

、
組

織
改

正
に

伴
う

配
線

工
事

の
見

込
み

、
不

測
の

事
態

(
機

器
の

故
障

に
よ

る
回

線
の

途
絶

な
ど

）
に

直
ち

に
備

え
る

必
要

が
あ

る
た

め
、

契
約

の
中

に
こ

れ
ら

の
一

定
額

見
込

ま
ざ

る
を

得
な

い
た

め
。

）
 

（
電

子
決

裁
・

総
合

文
書

管
理

シ
ス

テ
ム

事
業

及
び

総
合

行
政

・
住

基
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
運

営
事

業
へ

流
用

）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
(
7
7
,
0
0
0
)
 

 
 

 
 

 
 

総
合

行
政

・
住

基
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
運

営
事

業
 

1
2
5
,
5
5
9
,
0
0
0
 

△
7
,
0
9
3
,
0
0
0
 

1
1
4
,
6
5
3
,
1
1
5
 

2
,
8
6
0
,
0
0
0
 

9
5
2
,
8
8
5
 

9
1
.
3
 

 
住

民
基

本
台

帳
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
シ

ス
テ

ム
を

管
理

し
、

住
民

サ
ー

ビ
ス

の
向

上
と

行
政

事
務

の
簡

素
化

、
効

率
化

を
図

っ
た

。
 

 
各

自
治

体
間

、
ま

た
各

自
治

体
と

国
の

各
省

庁
と

を
結

ぶ
行

政
専

用
の

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

で
あ

る
「

総
合

行
政

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

」
の

接
続

設
備

の
保

守
管

理
等

を
行

っ
た

。
 

マ
イ

ナ
ン

バ
ー

制
度

に
よ

る
情

報
照

会
、

情
報

提
供

に

必
要

な
シ

ス
テ

ム
（

統
合

宛
名

シ
ス

テ
ム

、
自

治
体

中
間

サ
ー

バ
）

の
運

用
を

行
っ

た
。

 

（
庁

内
L
A
N
シ

ス
テ

ム
管

理
運

営
事

業
か

ら
流

用
）
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事
 

業
 

名
 

当
初

予
算

額
 

A
 

補
正

予
算

額
 

B
 

支
出

済
額

 

C
 

翌
年

度
 

繰
越

額
 

D
 

差
引

残
額

 

E
=
A
+
B
-
C
-
D
 

執
行

率
 

F
=
C
/
A
 
事

業
の

計
画

と
実

績
・

成
果

・
不

用
額

・
執

行
率

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

鳥
取

ど
こ

で
も

Ｗ
ｉ

－
Ｆ

ｉ
事

業
 

1
3
,
2
5
5
,
0
0
0
 

0
 

1
3
,
2
3
9
,
6
4
7
 

0
 

1
5
,
3
5
3
 

9
9
.
9
 

 
無

線
L
A
N
を

利
用

し
て

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
接

続
を

ス
ム

ー
ズ

に
行

え
る

環
境

を
整

備
す

る
こ

と
に

よ
り

、

F
a
c
e
b
o
o
k
な

ど
の

S
N
S
や

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

の
閲

覧
、
各

種

ア
プ

リ
の

利
用

を
可

能
と

す
る

こ
と

に
よ

り
、

国
内

外
の

観
光

客
の

利
便

性
を

高
め

る
こ

と
が

で
き

た
。

 

 
 

 
 

 
 

 
 

（
主

）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

鳥
取

県
超

高
速

情
報

通
信

基
盤

整
備

補
助

金
事

業
 

4
3
,
1
1
3
,
0
0
0
 

△
8
,
9
8
1
,
0
0
0
 

3
4
,
1
3
1
,
3
5
7
 

0
 

6
4
3
 

7
9
.
2
 

「
５

 
主

な
事

業
に

関
す

る
調

べ
」

に
記

載
 

 
 

 
 

 
 

 
 

（
主

）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

鳥
取

県
自

治
体

Ｉ
Ｃ

Ｔ
共

同
化

推
進

協
議

会
に

よ
る

共
同

化
事

業
 

1
5
,
7
6
5
,
0
0
0
 

△
9
8
0
,
0
0
0
 

1
4
,
2
8
9
,
1
6
4
 

0
 

4
9
5
,
8
3
6
 

9
0
.
6
 

「
５

 
主

な
事

業
に

関
す

る
調

べ
」

に
記

載
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

鳥
取

・
岡

山
自

治
体

情
報

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

ク
ラ

ウ
ド

運
用

事
業

 

7
2
,
5
1
3
,
0
0
0
 

0
 

7
2
,
5
1
2
,
0
3
2
 

0
 

9
6
8
 
1
0
0
.
0
 

 
自

治
体

情
報

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

ク
ラ

ウ
ド

の
運

用
開

始

に
よ

り
、

高
度

な
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
監

視
等

が
可

能
と

な

り
、

両
県

自
治

体
の

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

対
策

が
大

き
く

強
化

さ
れ

た
。

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
(
9
7
,
0
0
0
)
 

 
 

 
 

 
 

自
治

体
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

回
線

共
同

化
事

業
 

1
3
,
4
7
3
,
0
0
0
 

9
7
,
0
0
0
 

1
3
,
5
6
9
,
2
0
0
 

0
 

8
0
0
 
1
0
0
.
7
 

 
県

、
県

内
全

市
町

村
及

び
教

育
系

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

回
線

を
集

約
す

る
こ

と
に

よ
り

、
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

回
線

使
用

料
の

低
減

を
図

っ
た

。
 

（
地

域
情

報
化

推
進

事
業

か
ら

流
用

）
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事
 

業
 

名
 

当
初

予
算

額
 

A
 

補
正

予
算

額
 

B
 

支
出

済
額

 

C
 

翌
年

度
 

繰
越

額
 

D
 

差
引

残
額

 

E
=
A
+
B
-
C
-
D
 

執
行

率
 

F
=
C
/
A
 
事

業
の

計
画

と
実

績
・

成
果

・
不

用
額

・
執

行
率

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

携
帯

電
話

利
用

環
境

整
備

事
業

 
1
4
,
9
5
6
,
0
0
0
 

0
 

0
 

1
4
,
9
5
6
,
0
0
0
 

0
 

0
.
0
 

倉
吉

市
椋

波
地

区
に

お
け

る
携

帯
電

話
不

感
地

区
を

解
消

す
る

た
め

、
市

町
村

が
実

施
す

る
携

帯
電

話
用

基
地

局
等

の
設

置
の

経
費

の
一

部
を

補
助

す
る

も
の

。
 

実
施

主
体

で
あ

る
倉

吉
市

の
事

業
遅

延
に

よ
り

繰
越

。
 

 
 

 
 

 
 

 
 

（
主

）
 

 
(
1
6
2
,
0
0
0
)
 

 
 

 
 

 

Ａ
Ｉ

・
Ｒ

Ｐ
Ａ

等
最

先
端

Ｉ
Ｃ

Ｔ
技

術
活

用
推

進
事

業
 

0
 

1
0
,
5
9
2
,
0
0
0
 

8
,
3
3
1
,
9
1
5
 

8
2
5
,
0
0
0
 

1
,
4
3
5
,
0
8
5
 

-
 

「
５

 
主

な
事

業
に

関
す

る
調

べ
」

に
記

載
 

（
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

映
像

配
信

事
業

か
ら

流
用

）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

自
治

体
ポ

イ
ン

ト
を

活
用

し
た

消
費

活
性

化
策

準
備

事
業

 

0
 

2
,
5
7
4
,
0
0
0
 

2
,
4
0
9
,
0
0
0
 

0
 

1
6
5
,
0
0
0
 

-
 

令
和

２
年

度
に

総
務

省
が

実
施

す
る

マ
イ

ナ
ン

バ
ー

カ
ー

ド
を

活
用

し
た

消
費

活
性

化
策

に
つ

い
て

、
新

聞
等

で
広

報
を

行
い

、
マ

イ
ナ

ン
バ

ー
カ

ー
ド

の
取

得
促

進
を

図
っ

た
。

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

目
 

 
計

 
1
,
3
6
8
,
2
9
6
,
0
0
0
 

△
8
,
5
3
3
,
0
0
0
 
1
,
3
0
4
,
3
5
0
,
7
0
3
 

2
7
,
9
5
4
,
0
0
0
 

2
7
,
4
5
8
,
2
9
7
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事
 

業
 

名
 

当
初

予
算

額
 

A
 

補
正

予
算

額
 

B
 

支
出

済
額

 

C
 

翌
年

度
 

繰
越

額
 

D
 

差
引

残
額

 

E
=
A
+
B
-
C
-
D
 

執
行

率
 

F
=
C
/
A
 
事

業
の

計
画

と
実

績
・

成
果

・
不

用
額

・
執

行
率

 

（
配

当
替

分
）

 

事
務

局
費

 
 

 
 

 
 

 
 

 

Ｉ
Ｃ

Ｔ
環

境
整

備
事

業
 

1
9
3
,
0
9
9
,
6
5
1
 

0
 

1
9
3
,
0
9
9
,
6
5
1
 

0
 

0
 
1
0
0
.
0
 

県
内

全
公

立
学

校
の

教
職

員
が

利
用

す
る

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

分
離

に
係

る
機

器
の

保
守

・
運

営
経

費
及

び
ソ

フ
ト

の
ラ

イ
セ

ン
ス

等
の

調
達

を
行

っ
た

。
 

県
内

全
公

立
学

校
に

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
接

続
環

境
を

提
供

す
る

教
育

情
報

通
信

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

に
係

る
運

営

及
び

機
器

等
の

調
達

を
行

っ
た

。
 

県
立

学
校

教
職

員
パ

ソ
コ

ン
、

特
別

支
援

学
校

で
使

用

す
る

パ
ソ

コ
ン

等
の

設
備

を
行

っ
た

。
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

目
 

 
計

 
1
9
3
,
0
9
9
,
6
5
1
 

0
 

1
9
3
,
0
9
9
,
6
5
1
 

0
 

0
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

合
 

 
計

 
1
,
6
4
5
,
9
2
3
,
6
5
1
 

△
1
7
,
0
7
3
,
0
0
0
 
1
,
5
7
3
,
0
6
1
,
8
1
9
 

2
7
,
9
5
4
,
0
0
0
 

2
7
,
8
3
4
,
8
3
2
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 （
特

別
会

計
）

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

（
単

位
：

円
）

 

事
 

業
 

名
 

当
初

予
算

額
 

A
 

補
正

予
算

額
 

B
 

支
出

済
額

 

C
 

翌
年

度
 

繰
越

額
 

D
 

差
引

残
額

 

E
=
A
+
B
-
C
-
D
 

執
行

率
 

F
=
C
/
A
 
事

業
の

計
画

と
実

績
・

成
果

・
不

用
額

・
執

行
率

 

（
集
中
管
理
事
業
費
）

 
 

(
△

8
,
5
0
0
,
0
0
0
)
 
 

 
 

 
 

庁
内

Ｌ
Ａ

Ｎ
パ

ソ
コ

ン
集

中
管

理
事

業
 

1
9
3
,
1
7
2
,
0
0
0
 

△
 
8
,
5
0
0
,
0
0
0
 

1
5
4
,
6
7
3
,
1
4
8
 

0
 

2
9
,
9
9
8
,
8
5
2
 

8
0
.
1
 

情
報

政
策

課
分

及
び

各
課

独
自

整
備

分
の

パ
ソ

コ
ン

の
契

約
支

払
を

集
中

化
す

る
こ

と
に

よ
り

、
事

務
の

効

率
化

に
つ

な
げ

た
。

 

執
行

残
は

、
パ

ソ
コ

ン
調

達
に

係
る

入
札

残
。

 

（
ク

ラ
ウ

ド
サ

ー
バ

管
理

事
業

へ
流

用
）

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
(
8
,
5
0
0
,
0
0
0
)
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

ク
ラ

ウ
ド

サ
ー

バ
管

理
事

業
 

9
1
,
0
9
4
,
0
0
0
 

8
,
5
0
0
,
0
0
0
 

9
9
,
5
5
8
,
2
2
4
 

0
 

3
5
,
7
7
6
 
1
0
9
.
3
 

県
庁

内
で

個
別

に
調

達
・

管
理

さ
れ

て
い

た
サ

ー
バ

を
ク

ラ
ウ

ド
サ

ー
バ

へ
順

次
移

行
す

る
こ

と
で

コ
ス

ト

の
削

減
及

び
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
レ

ベ
ル

の
向

上
に

つ
な

が

っ
た

。
 

令
和

元
年

度
は

O
S
の

バ
ー

ジ
ョ

ン
ア

ッ
プ

対
応

の
た

め
、

一
時

的
に

新
旧

両
方

の
サ

ー
バ

が
必

要
と

な
っ

た

こ
と

及
び

O
S
バ

ー
ジ

ョ
ン

ア
ッ

プ
後

の
ス

ペ
ッ

ク
向

上

の
た

め
使

用
料

が
高

く
な

っ
た

。
 

（
庁

内
Ｌ

Ａ
Ｎ

パ
ソ

コ
ン

集
中

管
理

事
業

か
ら

流
用

）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

目
 

 
計

 
2
8
4
,
2
6
6
,
0
0
0
 

0
 

2
5
4
,
2
3
1
,
3
7
2
 

0
 

3
0
,
0
3
4
,
6
2
8
 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

合
 

 
計

 
2
8
4
,
2
6
6
,
0
0
0
 

0
 

2
5
4
,
2
3
1
,
3
7
2
 

0
 

3
0
,
0
3
4
,
6
2
8
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８
 

予
備

費
の

充
用

調
べ

 

 
 

該
当

な
し

 

 ９
 

繰
越

関
係

調
べ

 

（
１

）
 継

続
費

逓
次

繰
越

調
べ

 

該
当

な
し

 

 

（
２

）
繰

越
明

許
費

調
べ

 

（
単

位
：

円
）

 

 

科
 
目
 

 

 

事
 業

 名
 

 

 

金
 
 
額
 

 

 

翌
年
度
繰
越
額
 

 

左
の

財
源

内
訳

 
 

繰
 
 
越
 
 
理
 
 
由
 

 

既
収
入
 

特
定
財
源
 

未
収
入
特
定
財
源
 

一
般
財
源
 

国
庫
 

そ
の
他
 

委
託

料
 

鳥
取

情
報

ハ
イ

ウ
ェ

イ
 

管
理

運
営

事
業

費
 

1
8
8
,
2
0
3
,
0
0
0
 

9
,
3
1
3
,
0
0
0
 

0
 

0
 
6
,
7
0
4
,
0
0
0
 
2
,
6
0
9
,
0
0
0
 

鳥
取

市
の

電
線

共
同

溝
本

体
工

事
の

遅
延

に
伴

う
電

線
共

同
溝

へ
の

光
ケ

ー
ブ

ル
入

線
に

係
る

経

費
の

繰
越

。
 

国
の

情
報

ボ
ッ

ク
ス

破
損

に
伴

う
光

フ
ァ

イ
バ

仮
移

設
等

対
応

業
務

に
係

る
経

費
の

繰
越

。
 

委
託

料
 

総
合

行
政
・
住

基
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
等

運
営

事
業

費
 

1
1
8
,
3
8
9
,
0
0
0
 

2
,
8
6
0
,
0
0
0
 

0
 

0
 

0
 
2
,
8
6
0
,
0
0
0
 

中
間

サ
ー

バ
ー

シ
ス

テ
ム

の
機

能
強

化
に

伴
う

統
合

宛
名

シ
ス

テ
ム

の
対

応
を

令
和

元
年

度
下

期

に
予

定
し

て
い

た
が

、
中

間
サ

ー
バ

ー
シ

ス
テ

ム

の
改

修
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
が

遅
延

し
て

お
り

、
年

度

内
の

改
修

が
困

難
と

な
っ

た
た

め
。

 

負
担

金
、

補
助

金
及

び
交

付
金

 

携
帯

電
話

利
用

環
境

 

整
備

事
業

費
 

1
4
,
9
5
6
,
0
0
0
 

1
4
,
9
5
6
,
0
0
0
 

0
 
1
2
,
4
6
3
,
0
0
0
 

0
 
2
,
4
9
3
,
0
0
0
 

実
施

主
体

で
あ

る
倉

吉
市

の
事

業
着

工
遅

延
に

よ

る
携

帯
電

話
エ

リ
ア

整
備

に
係

る
経

費
の

繰
越

。
 

使
用

料
及

び
 

賃
借

料
 

A
I
･
R
P
A
等

最
先

端
I
C
T
 

技
術

活
用

推
進

事
業

費
 

1
0
,
4
3
0
,
0
0
0
 

8
2
5
,
0
0
0
 

0
 

0
 

0
 

8
2
5
,
0
0
0
 

Ａ
Ｉ

チ
ャ

ッ
ト

ボ
ッ

ト
に

つ
い

て
、

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
利

用
型

の
サ

ー
ビ

ス
を

活
用

し
た

実
証

実

験
を

想
定

し
て

い
た

が
、

そ
の

後
、

Ｌ
Ｇ

Ｗ
Ａ

Ｎ

上
で

利
用

可
能

な
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

が
開

始
さ

れ

た
た

め
、

当
該

サ
ー

ビ
ス

の
機

能
の

確
認

や
実

証

実
験

体
制

の
見

直
し

を
行

っ
た

結
果

、
今

年
度

中

の
実

証
実

験
完

了
が

不
可

能
と

な
っ

た
た

め
。

 

合
 
 
 
 
計
 

3
3
1
,
9
7
8
,
0
0
0
 

2
7
,
9
5
4
,
0
0
0
 

0
 
1
2
,
4
6
3
,
0
0
0
 
6
,
7
0
4
,
0
0
0
 
8
,
7
8
7
,
0
0
0
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１０ 収入証紙取扱額調べ 

     有 ・ ○無  

 

１１ 現金の取扱状況 

ア 現金取扱状況 

    該当なし 

 

イ つり銭の状況 

    該当なし 

 

１２ 財産に関する調べ 

  （１）公有財産 

ア 土地 

    該当なし 

 

イ 建物 

    該当なし 

 

ウ 山林 

    該当なし 

 

エ 不動産売却等 

    該当なし 

 

オ 財産の交換 

    該当なし 

 

キ 物権 

    該当なし 

 

ク 無体財産権（特許権、著作権、商標権、実用新案権等） 

（ア） 異動状況 

      該当なし 

 

（イ） 出願及び登録の状況 

      該当なし 

 

    （ウ） 活用の状況 

      該当なし 
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ケ 有価証券 

                                         (令和２年３月３１日現在） 

区  分 

 

前年度末 

（数量、金額） 

本  年  度  中 本年度末 

（数量、金額） 

法 人 名 

 

備考 

   増     減   

 

株券 

円 

30,000,000 

円 

 

円 

 

円 

30,000,000 

 

（株）鳥取テレトピア 

 

株券 19,000,000   19,000,000 （株）鳥取県情報センター  

合  計 49,000,000   49,000,000   

 

コ 出資による権利 

                                         (令和２年３月３１日現在） 

区  分 

 

前年度末 

（数量、金額） 

本  年  度  中 本年度末 

（数量、金額） 

法 人 名 

 

備考 

   増     減   

 

出えん金 

円 

2,000,000 

円 

 

円 

 

円 

2,000,000 

地方公共団体情報システム

機構 

 

合  計 2,000,000   2,000,000   

 

 （２）金券類の保有状況 

    ア 金券の保有状況 

     ○有  ・ 無 

                                        （令和２年３月３１日現在） 

種  別 

 

前年度末 

 

本  年  度  中 本年度末 

 

備  考 

 増 減 

 

郵便切手及び 

郵便はがき 

円 

2,062 

円 

147 

円 

290 

円 

1,929 

 

 

収入印紙 0 0 0 0  

収入証紙 0 0 0 0  

タクシークーポン券 0 0 0 0  

鉄道バスプリペードカード 0 0 0 0  

合  計 2,062 147 290 1,929  

 

    イ タクシーチケットの受払状況 

                                        （令和２年３月３１日現在） 

前年度末未使用枚数 

 

本  年  度  中 本年度末未使用枚数 

 購 入 枚 数       使用枚数及び金額 

                    51枚 

 

                        0枚 

 

                       0枚                      51枚 

                        0円 

 

（３）基 金 

    該当なし 

 

 （４）債 権 

    該当なし 
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 １
３
 

財
産

の
貸

付
け

及
び

使
用

許
可

調
べ

 

  
  
（
１
）
土

地
及

び
建

物
 

  
  
  
  
ア

 
土

 
地

 

該
当
な
し
 

 
 
 
 
 
 
 
イ

 
建

 
物

 

該
当
な
し
 

 

（
２
）
物

品
（

１
品

の
取

得
価

格
が

１
０

０
万

円
以

上
の

も
の

及
び

寄
附

受
納

時
の

評
価

額
が

１
０

０
万

円
以

上
の

も
の

）
 

品
名
 

  

数
 量

 

  

規
格
・
銘
柄
 

  

貸
付
期
間
 

  

貸
付
料
（
円
）
 

貸
付
先
 

使
用
場
所
 

 貸
付
目
的
 

備
考
 

単
価
 

 

本
年
度
の
 

貸
付
料
 

住
 
 
 
所
 

氏
 
 
 
名
 

光
ﾌ
ｧ
ｲ
ﾊ
ﾞ
ｹ
ｰ
ﾌ
ﾞ
ﾙ
 

2
,
0
5
8
,
0
9
6
.
3
6
m
 
光

ﾌ
ｧ
ｲ
ﾊ
ﾞ
ｹ
ｰ
ﾌ
ﾞ
ﾙ

心
線

 

H
3
1
.
4
.
1
～

 

R
2
.
3
.
3
1
 

年
額

 
1
,
7
7
8
,
1
9
8
 

鳥
取

市
富

安
2
丁

目
1
3
7
 

一
般

社
団

法
人

 

鳥
取

県
ｹ
ｰ
ﾌ
ﾞ
ﾙ
ﾃ
ﾚ
ﾋ
ﾞ
協

議
会

 

県
内

一
円

 
県

内
の

ｹ
ｰ
ﾌ
ﾞ
ﾙ
ﾃ
ﾚ
ﾋ
ﾞ
事

業

者
間

の
接

続
 

 

光
ﾌ
ｧ
ｲ
ﾊ
ﾞ
ｹ
ｰ
ﾌ
ﾞ
ﾙ
 

2
,
1
2
4
.
0
0
m
 
光

ﾌ
ｧ
ｲ
ﾊ
ﾞ
ｹ
ｰ
ﾌ
ﾞ
ﾙ

心
線

 

H
3
1
.
4
.
1
～

 

R
2
.
3
.
3
1
 

年
額

 
1
,
8
4
0
 
岩

美
町

浦
富

6
7
5
-
1
 

岩
美

町
 

鳥
取

市
秋

里
地

内
 

地
上

ﾃ
ﾞ
ｼ
ﾞ
ﾀ
ﾙ
放

送
の

難
視

聴
解

消
及

び
ｲ
ﾝ
ﾀ
ｰ
ﾈ
ｯ
ﾄ
接

続
環

境
整

備
 

 

光
ﾌ
ｧ
ｲ
ﾊ
ﾞ
ｹ
ｰ
ﾌ
ﾞ
ﾙ
 

5
,
4
2
4
.
4
0
m
 
光

ﾌ
ｧ
ｲ
ﾊ
ﾞ
ｹ
ｰ
ﾌ
ﾞ
ﾙ

心
線

 

H
3
1
.
4
.
1
～

 

R
2
.
3
.
3
1
 

年
額

 
4
,
6
9
1
 
鳥

取
市

尚
徳

町
1
1
6
 

鳥
取

市
 

鳥
取

市
元

大
工

町
～

富
安

二
丁

目
地

内
 

市
役

所
本

庁
舎

（
現

旧
庁

舎
）

～
駅

南
庁

舎
間

庁
内

Ｌ
Ａ

Ｎ
整

備
 

 

光
ﾌ
ｧ
ｲ
ﾊ
ﾞ
ｹ
ｰ
ﾌ
ﾞ
ﾙ
 

3
,
2
9
5
.
2
0
m
 
光

ﾌ
ｧ
ｲ
ﾊ
ﾞ
ｹ
ｰ
ﾌ
ﾞ
ﾙ

心
線

 

H
3
1
.
4
.
1
～

 

R
2
.
3
.
3
1
 

年
額

 
2
,
8
5
1
 
西

伯
郡

伯
耆

町
吉

長
3
7
-
3
 

伯
耆

町
 

西
伯

郡
伯

耆
町

地
内

 
町

役
場

本
庁

舎
～

岸
本

保

健
セ

ン
タ

ー
間

情
報

通
信

 
 

光
ﾌ
ｧ
ｲ
ﾊ
ﾞ
ｹ
ｰ
ﾌ
ﾞ
ﾙ
 

1
7
2
,
5
3
0
.
8
0
m
 
光

ﾌ
ｧ
ｲ
ﾊ
ﾞ
ｹ
ｰ
ﾌ
ﾞ
ﾙ

心
線

 

H
3
1
.
4
.
1
～

 

R
2
.
3
.
3
1
 

年
額

 
1
4
9
,
0
7
4
 
東

伯
郡

琴
浦

町
大

字
徳

万
5
9
1
番

地
 

琴
浦

町
 

湯
梨

浜
町

は
わ

い
長

瀬
地

内
～

琴
浦

町
赤

碕
地

内
 

役
場

分
庁

舎
～

ｹ
ｰ
ﾌ
ﾞ
ﾙ
ﾃ
ﾚ

ﾋ
ﾞ
局

間
の

冗
長

化
 

 

合
 
 
計
 

 
 

 
 

1
,
9
3
6
,
6
5
4
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 １
４
 

借
受

不
動

産
明

細
調

べ
 

 
 
 
 
 
 
該
当
な
し
 

 

１
５
 

職
員

駐
車

場
の

管
理

状
況

調
べ

 

（
１

）
 

管
理

状
況

 

 
 
 
 
 
 
該
当
な
し
 

（
２

）
 

減
免

の
考

え
方

（
減

免
を

行
っ

た
場

合
の

み
）

 

 
 
 
 
 
 
該
当
な
し
 

（
３

）
 

使
用

料
の

見
直

し
 

 
 
 
 
 
 
該
当
な
し
 

 

１
６
 

寄
附

物
件

の
受

納
状

況
調

べ
 

 
 
 
 
 
 
該
当
な
し
 

  
１
７
 

備
品

の
処

分
状

況
調

べ
 

 
 
 
 
 
 
該
当
な
し
 

  
１

８
 

現
金

、
有

価
証

券
、

物
品

の
亡

失
、

損
傷

調
べ

 

（
１

）
 
現

金
、

有
価

証
券

、
物

品
の

亡
失

、
損

傷
調

べ
 

 
 

 
 

 
有

 
・

 
○無

 

  
 

（
２

）
物

品
の

照
合

 

 
 

 
 

 
○有

 
・

 
無

 

 

１
９
 

貸
付

金
等

状
況

調
べ

 

 
 
 
 
 
 
該
当
な
し
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 ○
 

意
見

、
要

望
等

 

 

（
１

）
業

務
に

関
す

る
意

見
・

要
望

等
 

       

  

（
２

）
監

査
委

員
事

務
局

に
対

す
る

要
望

等
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